
居宅介護支援 重要事項説明書 
1.法人及び事業所の概要 

法人名称 合同会社 YMG 法人代表者 松元 隆志 
事業所名称 居宅介護支援センター大分まどか 事業所所在地 大分市片島 73-1 小野ビル 301 号室 

管理者氏名 岡本 聖子 事業所番号 4470112394 
電話番号 097-578-9061 FAX 番号 097-576-9197 

サービス提供地域 大分市・別府市・日出町   
＊通常の事業の実施地域を越えて行う指定居宅介護支援に要した交通費は実施地域を越えてからおおむね片道 1 ㎞
ごとに 25 円を徴収する。 
2.事業所の職員体制及び職務内容 

職種 資格 常勤 職務内容 
管理者 主任介護支援専門員 1 名 従業者の業務の管理を一元的に行います 

介護支援専門員 
主任介護支援専門員 

1 名以上 指定居宅介護支援の提供にあたります 
介護支援専門員 

3.営業日及び営業時間 
営業日 月曜日～金曜日 営業時間 9：00～18：00 休業日 土曜日・日曜日・祝日・年末年始（12/29～1/3） 

24 時間連絡体制・相談等対応体制を確保しています。急ぎ相談等ございましたら、097-578-9061 までご連
絡ください。居宅介護支援事業所職員のスマートフォンに転送される設定です 

4.事業所の目的及び運営方針 

事業の目的 

指定居宅介護支援の事業は高齢者が要介護状態となった場合においても、可能な限りその
居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように、事業所
所の介護支援専門員が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定居宅介護支援を提
供することを目的とする。 

運営方針 

・利用者が要介護状態となった場合においても、可能な限り居宅において、その有する能力
に応じ自立した日常生活を営むことができるように支援します。 
・利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切
な保健医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供さ
れるよう配慮いたします。  
・利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される介護
給付サービスが特定のサービス事業者に不当に偏ることのないよう公平中立に行います。  
・市町村、地域包括支援センター、指定居宅サービス事業所、介護保険施設、地域住民活
動団体などの各機関・団体との連携に努めます。 

 
5.介護支援専門員（ケアマネージャー）が提供するサービス内容 
○ ご自宅を訪問し、ご本人の心身状態を把握の上、ご本人やご家族の意向を踏まえ、「居宅サービス計画書
(以下ケアプラン)」を作成します。 
○ ケアプランに基づくサービス提供が確保されるよう、ご本人とご家族、サービス事業者等との連絡調整を継
続的に行い、サービスの実施状況を把握します。 
○ ご本人とご家族の意向に基づき、適宜ケアプランを変更します。 
○サービス事業者等についての相談・苦情窓口となり、適切に対処します。 
○要介護認定申請などの手続きをお手伝いします。 
○ 介護保険施設等に入所を希望される場合、その紹介や仲介をします。 
6.モニタリングの実施について 
介護サービス利用期間中は、少なくとも月に 1 回自宅訪問させていただき、ご本人及びご家族等に面接を行
い、計画通りにサービスが利用できているか、身体や生活状況に変化がないかを確認させていただきます。 
なお、オンラインモニタリングの運用については次についてを留意します。 
（1）文書等で利用者本人の同意を得る必要がある。その際は利用者に対し、オンラインモニタリングのメリット・
デメリットを含め、具体的な実施方法（居宅訪問が 2 ヵ月に 1 回であることなど）を懇切丁寧に説明。 
（2）利用者の心身の状況が安定していることを確認する事。 
（3）オンラインモニタリングを行うにあたっては、利用者がテレビ電話などを介して、対面の場合と同程度の応
対ができる必要がある。テレビ電話などの操作については、必ずしも利用者自身で行う必要はなく、家族など
介助者が行うことも差し支えない事。 
（4）オンラインモニタリングの場合、画面越しで確認できない利用者の健康状態や住環境などの情報につい
て、サービス事業所の担当者からの情報提供で補完する必要がある事。 
（5）主治医、担当者、その他の関係者の合意を得る方法としては、サービス担当者会議のほか、利用者の通
院や訪問診療の立会時を使った主治医への意見照会、サービス事業所との日頃の連絡調整を通じた意見照
会も想定される。いずれの場合も、合意に至るまでの過程を記録しておく事。 
 

 
7. 利用料金 
指定居宅介護支援を提供した際の利用料金の利用者自己負担はありません。 ただし、保険料の滞納等によ
り法定代理受領できない場合は、一旦、1 ヵ月当たりの料金を全額お支払いいただきます。当事業者が発行す
るサービス提供証明書を保険者に提出すると全額払い戻しを受けることができます。 
(1)居宅介護支援費 【1 月あたりの基本利用料】 

取扱要件(ケアマネジャー1 名あたり) 要介護 1.2 要介護 3.4.5 
居宅介護支援費(I) 

<取扱件数が 45 件未満> 
10,860 円 14,110 円 

居宅介護支援費(Ⅱ) 
<取扱件数が 45 件以上 60 件未満> 

5,440 円 7,040 円 

居宅介護支援費(Ⅲ) 
<取扱件数が 60 件以上> 

3,260 円 4,220 円 

【加算】以下の要件を満たす場合、基本利用料に以下の料金が加算されます。 
種類 要件 加算額 

初回加算 
新規に居宅サービス計画書を作成した利用者に対し指定居宅
支援を提供した場合 

3,000 円 

退院・退所加算 

入院等の期間中に病院等の職員と面談を行い必要な情報を得
るための連携を行い在宅サービス計画の作成をした場合(入院
又は入所期間中につき 1 回を限度) 
（Ⅰ）イ連携 1 回 
（Ⅰ）口連携 1 回(カンファレンス参加による) 
（Ⅱ)イ連携 2 回以上 
（Ⅱ)口連携 2 回(うち 1 回以上カンファレンス参加による) 
（Ⅲ）連携 3 回以上 

（Ⅰ）4,500 円 
（Ⅰ）6,000 円 
（Ⅱ）6,000 円 
（Ⅱ）7,500 円 
（Ⅲ）9,000 円 

緊急時等居宅 
カンファレンス加算 

病院等の求めにより、医師等と共に利用者の居宅を訪問してカ
ンファレンスを行い、 利用者に必要な居宅サービス等の利用
調整を行った場合(1 月に 2 回を限度) 

2,000 円 

入院時情報連携加算 

利用者が病院等に入院してから、当該病院等の職員に対して
当該利用者に係る必要な 情報を提供した場合 
 (1 月につき 1 回を限度) 
(Ⅰ) 入院した日のうちに情報提供  
(Ⅱ) 入院した日の翌々日までに情報提供 

（Ⅰ）2,500 円 
（Ⅱ）2,000 円 

ターミナル 
ケアマネジメント加算 

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方針
に関する当該利用者又は その家族の意向を把握した上で、
厚労大臣の定める基準に適合した居宅支援事業所が その死
亡日及び死亡前日 14 日以内に 2 日以上、利用者又は家族の
同意を得て居宅訪問し、利用者の心身状況等を記録した情報
を主治医やサービス事業所へ提供した場合 
(1 月につき 1 回を限度) 

4,000 円 

通院時情報連携加算 

利用者が病院等で医師又は歯科医師の診察を受ける際に同
席し、医師又は歯科医師等に利用者の心身の状況や生活環
境等の必要な情報提供を行い、医師又は歯科医師等から利用
者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画
に記録した場合 
(1 月に 1 回を限度) 

500 円 

特定事業所加算 

主任介護支援専門員を配置し、質の高いケアマネジメントを実
施できる体制を整える等、厚生労働大臣の定める基準に適合
する場合 (1 月に 1 回を限度) 

Ⅰ5,190 円 
Ⅱ4,210 円 
Ⅲ3,230 円 
A 1,140 円 

 
【減算】以下の要件に該当する場合、上記の基本利用料から減算されます。 

減算の種類 減算の要件 減算額 

同一建物に居住 
する利用者へのケ
アマネジメント 

対象となる利用者 
指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同一の敷地内、隣接する
敷地内 の建物又は指定居宅介護支援事業所と同一の建物に居住す
る利用者 指定居宅介護支援事業所における 1 月当たりの利用者が
同一の建物に 20 人以上居住する建物(上記を除く)に居住する利用者 

所定単位数
の 5％ 



8. サービスの終了について 

(1) 利用者からの申し出に基づき、いつでも終了ができます。 
(2) 当事業所のやむを得ない事情により、サービス提供を終了させて頂く場合が御座います。その場合、利用
者に対してサービス終了日の 1 ヶ月前までに文書等で通知するとともに、利用者が指定する居宅介護支援事
業者等に情報提供するなど、介護保険サービスを滞りなく継続して受けられるよう配慮します。 
(3)次の事由に該当した場合は、自動的にサービスは終了いたします。 
①介護保険施設、介護付き有料老人ホーム、グループホーム(認知症対応型共同生活介護)に入所・入居した
場合(ただし、老人保健施設の入所期間が 6 ヵ月未満の場合は除く) 
②小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能居宅介護の利用を開始した場合 
③要介護認定区分が、非該当(自立)、要支援 1・2 と認定された場合 
(要支援認定の場合でも、地域包括支援センターから受託して担当を継続することが可能です) 
④サービス提供地域外に転居した場合 
⑤長期入院（療養）が見込まれる場合 
⑥死亡した場合 
9.秘密の保持 
(1) 当事業所及び従業員は、サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密を、正当な
理由なく第三者に漏らしません。 
なお、この守秘義務は契約終了後も同様です。 
(2)当事業所及び従業員は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報及びその家族の個人 情報
を用いる場合は、利用者の同意をあらかじめ文書で得ない限り、利用者及びその家族の個人情報を用いませ
ん。  
10.公正・中立性の確保 
介護支援専門員は、以下の内容について、十分に説明ができるよう努めることで、公正中立な立場を遵守しま
す。 
(1)ケアプランに位置付けるサービス事業所は、様々な事業所の中から選択することができます。利用者及び
その家族は特定の事業所にかかわらず、複数の事業所の紹介を介護支援専門員に求めることができます。 
(2)利用者及びその家族は、ケアプランに位置付けたサービス事業所を選定した理由を介護支援専門員に求
めることができます。 
(3)指定居宅介護支援の提供の開始に際して前 6 月間の同一事業者によるサービス提供割合等について利
用者又はその家族に対して説明を行います。また利用者又はその家族に求められた場合は説明を行います。 
11、虐待防止 
利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 
(1)虐待防止に関する責任者を選任しています。 
虐待防止に関する責任者：管理者 岡本 聖子 
(2)成年後見制度の利用を支援します。 
(3)従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 
(4)虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを市町村に通報します。 
12. サービス内容に関する苦情 
居宅介護支援センターまどか苦情担当：管理者 岡本 聖子 電話：097-578-9061 
受付時間 午前 9 時～午後 6 時（月曜日～金曜日） 
当事業所以外に区市町村の相談・苦情窓口等に苦情を伝えることができます。行政機関の場合は下記の窓
口があります。 
① 大分市長寿福祉課 事業推進担当班  電話： 097-537-5744 
② 大分県国民健康保険団体連合会    電話： 097-534-8475 
③ 別府市役所 高齢者福祉課 電話：0977-21-1463 

④ 日出町役場 介護福祉課 電話：0977-73-3136 

13.事故発生時の対応 
(1)利用者に対して当事業所のサービス提供により事故が発生した場合は、速やかに当該市町村、利用者の
家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じ、かつ再発防止のための対策を行います。 
(2)指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害保険会社の指示に基づき誠意
を持って速やかに損害賠償手続きを行うものとします。 
14.ハラスメント対策 
当事業所で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラスメントの防止に向け取
り組みます。 
①ハラスメントとは「優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範囲を超える」事です。 
（1）身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 
（2）個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 
（3）意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為等です。 

当該法人職員、取引先事業者の方、ご利用者及びその家族等がハラスメント対策の対象となります。 
②ハラスメント事案が発生した場合マニュアルなどを基に即座に対応し再発防止会議等により同事案が発生
しない為の再発防止策を検討します。 
③職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。また、定期的に話し合い
の場を設け、介護現場におけるハラスメント発生状況の把握に努めます。 
④ハラスメントと判断された場合には行為者に対し関係機関への連絡相談、環境改善に対する必要な措置、
利用契約の解約等の措置を講じます。 
15. その他 
(1) 当事業所が交付する関係書類は、居宅サービス利用に関する重要な書類のため、重要事項説明書等と
一緒に大切に保管してください。 
(2)担当者等に対する贈り物や飲食等のもてなしはご遠慮願います。 
(3)医療機関等への入院や介護保険施設等への入所、転居(住民票の変更含む)した場合は、速やかに当事業
所の担当者までご連絡ください。 
(4)医療機関等への入院時には、医療機関等の関係者へ必ず担当ケアマネジャーの事業所名及び氏名連絡
先を伝えることに、ご同意ください。 
(5)障害福祉サービスを利用してきた方が介護保険サービスを利用する場合は、担当の特定相談支援 事業所
との連携を図り、途切れなくサービスが移行できるよう努めます。 
(6)介護サービスの提供に際して作成した記録、書類を完了日より 5 年間保存します。利用者またその家族の
開示請求に対し、利用者に関する記録書類の複写物の交付をうけることができます。 
(7) 介護支援専門員は常に身分証を携行し、利用者および利用者の家族からの提示を求められた場合は、い
つでも身分証を提示します 
 
 
 

令和  年  月  日 
 
居宅介護支援の提供にあたり、利用者に対して本書面により重要事項を説明しました。 
（ 事 業 者 ）  
所在地 〒874-0947 大分県別府市浜脇 3 丁目 2 番 10 号 
名 称 合同会社 YMG 
代表社員 松元 隆志  
 
（事業所） 
所在地 〒870-0943 大分県大分市片島 73-1 小野ビル 301 号室 
名 称 居宅介護支援センター大分まどか 
説明者  
 
本書面により、事業者から居宅介護支援の重要事項の説明を受けました。 
（利用者） 
住 所                                                      
 
氏 名                                                      
 
利用者は身体の状況等により署名ができないため、利用者本人の意思を確認のうえ、私が利用者に代わっ
てその署名を代筆しました。 
（代理人） 
住 所                                                      
 
氏 名                                                    （続柄：     ） 
 

 


